
決算報告書（案）

（第 57 期）

自 2022年  4月  1日

至 2023年  3月 31日

仙台ガスサービス株式会社

宮城県仙台市宮城野区幸町3丁目12-15

【資料２】



負債の部
科     目

【流動負債】
電子記録債務
買掛金
短期借入金
1年以内長期借入金
工事未払金
未払費用
未払法人税等
未払消費税等
預り金
工事預り金
賞与引当金

流動負債合計
【固定負債】

長期借入金
長期未払金
退職給付引当金

固定負債合計
負債合計

金     額

155,300,326
58,802,953
80,000,000
12,000,000
39,975,466
36,805,529
35,450,800
21,903,200
7,617,164
5,469,266
28,000,000
481,324,704

26,000,000
1,387,500
98,811,550
126,199,050
607,523,754

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

（利益剰余金）
利益準備金

（その他利益剰余金）
別途積立金
繰越利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金合計
株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

10,000,000

2,500,000

180,000,000
157,826,225
337,826,225 )(
340,326,225 )(
350,326,225

350,326,225
957,849,979

科     目
資産の部

【流動資産】
(現金及び預金)

現金
小口現金
当座預金
普通預金
定期預金

現金及び預金計
電子記録債権
売掛金
未収金
商品
貯蔵品
前払費用
立替金
貸倒引当金(△)

流動資産合計
【固定資産】
（有形固定資産）

建物
建物付属設備
構築物
機械及び装置
車両及び運搬具
工具、器具及び備品
土地

有形固定資産合計
（無形固定資産）

電話加入権
無形固定資産合計

（投資その他の資産）
出資金
長期滞留債権
差入保証金
繰延税金資産
長期貸倒引当金(△)

投資その他の資産合計
固定資産合計
資産合計

金     額

100,000
140,000

227,016,651
2,006

20,000,170
247,258,827
23,095,810
182,190,874
38,234,525
29,776,399

76,680
66,000
21,860

△2,430,000
518,290,975

55,771,293
2,133,643
2,240,723
265,220

3
2,709,394

331,496,361
394,616,637 )(

442,233
442,233 )(

50,000
33,562,929
1,103,500
43,346,634

△33,562,929
44,500,134 )(
439,559,004
957,849,979

(単位：円)

貸 借 対 照 表

仙台ガスサービス株式会社

2023年  3月 31日 （当期会計期間末）



科     目
【売上高】

売上高合計
【売上原価】

売上原価合計
【売上総利益】

売上総利益
【販売費及び一般管理費】

営業利益
【営業外収益】

受取利息
受取保険金
雑収入

営業外収益合計
【営業外費用】

支払利息割引料
営業外費用合計

経常利益
【特別利益】

貸倒引当金戻入額
特別利益合計

【特別損失】
会計基準変更時差異

特別損失合計
税引前当期純利益

【法人税等】
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額(△)

法人税等合計
当期純利益

額金

1,597,381,153

884,925,608

712,455,545
615,396,041
97,059,504

14,950
563,130
665,796

1,243,876

1,473,286
1,473,286
96,830,094

1,200,000
1,200,000

10,967,150
10,967,150
87,062,944

36,923,730
6,802,262

43,725,992
43,336,952

(単位：円)

損 益 計 算 書

仙台ガスサービス株式会社

自 2022年  4月  1日  至 2023年  3月 31日 （当期累計期間）



科     目
（労務費）

従業員給与
従業員諸手当
通勤手当
従業員賞与
賞与引当金繰入額
退職給付費用
法定福利費
福利厚生費
役員報酬

労務費合計
（外注費）

業務委託料
外注費合計

（経費）
広告宣伝費
減価償却費
ソフトウェア償却費
賃借料
地代家賃
保険料
車両費
修繕費
旅費交通費
採用教育費
通信費
交際費
会議費
寄付金
消耗品費
荷造運送費
支払手数料
会費負担金
水道光熱費
新聞図書費
支払報酬
租税公課
貸倒引当金繰入額
雑費

経費合計
販売費及び一般管理費合計

額金

329,889,044
17,016,370
10,375,110
28,798,000
28,000,000
13,134,300
66,313,238
5,993,022

16,718,508
516,237,592

4,902,948
4,902,948

7,171,552
5,524,036

72,500
16,604,357
4,231,831
1,593,638
8,590,920
4,608,553
2,055,999
1,025,834
9,713,572
1,430,668

7,408
12,614

7,770,132
23,010

8,434,102
1,665,192
4,774,031
564,935

3,235,000
5,182,790
△200,000
162,827

94,255,501
615,396,041

(単位：円)

販売費及び一般管理費明細書

仙台ガスサービス株式会社

自 2022年  4月  1日  至 2023年  3月 31日 （当期累計期間）



科    目
【株主資本】

資本金
（利益剰余金）

利益準備金
（その他利益剰余金）
別途積立金
繰越利益剰余金

その他利益剰余金合計

利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計

変 動 事 由

当期首残高及び当期末残高

当期首残高及び当期末残高

当期首残高及び当期末残高
当期首残高

剰余金の配当当期変動額
当期純利益

当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高
当期首残高
当期変動額
当期末残高

金    額

10,000,000

2,500,000

180,000,000
114,589,273
△100,000
43,336,952
157,826,225
294,589,273
43,236,952
337,826,225
297,089,273
43,236,952
340,326,225
307,089,273
43,236,952
350,326,225
307,089,273
43,236,952
350,326,225

(単位：円)

株主資本等変動計算書

仙台ガスサービス株式会社

自 2022年  4月  1日  至 2023年  3月 31日 （当期累計期間）



個 別 注 記 表

仙台ガスサービス株式会社

自 2022年  4月  1日  至 2023年  3月 31日 （当期累計期間）

Ｉ．この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　最終仕入原価法による原価法を採用しております。

　２．固定資産の減価償却方法
 　(1)有形固定資産
　　　定率法又は旧定率法を採用しております。
　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（付属設備を除く）については旧定額法、平成19年4月1日
　　　以後に取得した建物（付属設備を除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した付属設備及び構築物につ
　　　いては定額法を採用しております。
 　(2)無形固定資産
　　　定額法又は旧定額法を採用しております。

　３．引当金の計上基準
　 (1)貸倒引当金
　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については法人税法に規定する法定繰入率により、貸倒懸念債権
　　　等特定の債権については個別に債権の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上しております。
 　(2)賞与引当金
　　　従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しています。
 　(3)退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生している
　　　と認められる額を計上しております。
　　　なお、退職給付債務は自己都合要支給額に基づいて計算し、会計基準変更時差異（164,507,250円）に
　　　ついては、15年による按分額を費用（損失）処理しており、未償却の適用時差異残高は76,770,050円
　　　（残存償却年数7年）であります。

　４．消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

　５．税効果会計の適用
　　　法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

　１．発行済株式総数　　　　　　　　　　 　　　10,000株

　２．剰余金の配当に関する事項
　　　①配当金支払額等
　　　　決議日　　　　　　令和4年6月28日　定時株主総会
　　　　株式の種類　　　　普通株式
　　　　配当の原資　　　　利益剰余金
　　　　配当の総額　　　　100,000円
　　　　1株あたり配当額　 10円
　　　　基準日　　　　　　令和4年3月31日
　　　　効力発生日　　　　令和4年6月29日

　　　②基準日が当事業年度に属する配当で、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
　　　　決議予定日　　　　令和5年6月30日　定時株主総会
　　　　株式の種類　　　　普通株式
　　　　配当の原資　　　　利益剰余金
　　　　配当の総額　　　　300,000円
　　　　1株あたり配当額　 30円
　　　　基準日　　　　　  令和5年3月31日
　　　　効力発生日予定日  令和5年7月1日



Ⅳ．税効果会計に関する注記

　１．繰延税金資産・負債の発生原因別内訳
　　項　　目　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　期　　（構成比）
　　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　9,405,200円　　21.70％
　　未払事業所税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　284,574円　　 0.66％
　　未払退職金（長期）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　466,061円　 　1.08％
　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　 　　　　     　　 33,190,799円  　76.56％
　【繰延税金資産合計】　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　43,346,634円　 100.00％
　【繰延税金負債合計】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　0円
　【繰延税金資産（負債）の純額】　　　　　　　　　　　　　   　　43,346,634円

Ⅴ．一株当たり情報に関する注記

　１．一株当たり純資産額は、35,032.62円であります。

　２．一株当たり当期純利益は、4,333.69円であります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上




